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来る。（2013年 12月 9日を最後に更新が止まっている） 
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1. To bring privatised Chartwells catering and conferencing services back in-house and to revoke the 







2. A restructuring of democratic procedures of the university, led by students, staff and lecturers with the 
purpose of re-evaluating channels for holding management accountable, as well as reviewing and extending 




3. An end to the intimidation that senior and middle management have used to deter students and 




4. To publicly address the issues of the strike on the 3rd of December, including a written statement 
calling on the Universities and Colleges Employers Association (UCEA) to meet the demands of the trade 





5. To issue a public statement demanding more funding for higher education institutions from the 




These are steps that need to be taken in order to achieve a more equitable society in which education is a 












停学処分を受けた 5 名の学生を「Sussex Five」と称し、なかば英雄のように扱っているこの抗
議運動であるが、先に記した 12月 9日の大規模デモを中心としてその要求の趣旨は全面的に「処
分対象の 5 名を救え」ということに終始しており、実際にデモに参加していた学生達もそのこと
に同調して行動している様子である。つまり過激化した運動当事者の主眼が、もはや「一部サー
ビス部門の民営化に伴う従業員の労働条件の改悪に反対する」というよりも、むしろ「処罰され
る恐れのあった 5名の勇者を救え、そもそもこの 5名がなぜこんなことになったのか、という点
は実はあまりよく知らないが、なんでも彼らは大学権力の独善的・専横的経営に投身して抵抗し、
そして犠牲になった哀れな殉教者なのだ」とでもいうようなことにすり替わってきている可能性
は否めない。 
また要求項目に触れられていないので確認が出来ないが、民営化に伴うサービスクオリティの
改善あるいは改悪といったサービスの裨益者としての学生という視点、あるいは包括的な大学運
営経費の見直しに伴う資源の再配分の可能性を検討し、またこれを要求する、というようなこと
はこの運動の主体から抜け落ちていると思われる点に留意が必要である。一部サービス部門の従
業員の労働条件を守る、という従業員組合の運動趣旨に賛同する、という学生の主張そのものは
きわめて妥当である反面、先に述べた大学経営側が言及する「その他多くの学生には異なる意見
がある」かもしれない、という点が、まさに先鋭化してしまった運動の主体からこぼれて落ちて
いるのではないかという懸念がぬぐえないのである。 
「クリスマス休戦」であろうか、12月 9日の大規模デモの後、運動はやや沈静化したかに見え
る。ウェブサイトの更新も、止まったままである。 
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